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【論文】
大衆化する中等教育のなかの学力・教育期待
―第 2 回国際数学教育調査（SIMS）の基礎分析―
森　 い づ み
1．問題の所在
本稿の目的は、1980 年代初期の日本において、
生徒の学力と教育期待、学習への意識がどのよう
なものであったかを明らかにすることである。高
度経済成長期を経た日本では、1970 年代後半に
高校進学率が 90％を超え、ほぼ誰もが高校に行
ける時代となった。そのような中等教育の大衆化
の中で、80 年代という時代は、戦後の教育拡大
期以降、90 年代、現代へと続く日本の教育のあ
り方を定める上で、一つの大きな転換点であった
と言えよう。
その一つの契機が、1984 年から 87 年にかけて
行われた臨時教育審議会である。当時の中曽根康
弘首相の主導のもとで設置された本審議会では、
日本の教育のあり方が長期的かつ幅広い視点から
議論された。当時の議論の内容を知るために、
1984 年 10 月 2 日の朝日新聞朝刊「どう考える臨
教審へ期待と注文：討論のひろば」と題する記事
をひも解いてみよう。教育社会学者の天野郁夫は、
当時の教育をめぐる状況について、「これまで築
き上げてきた学校教育のあり方というものに、基
本的な疑問が投げかけられているのではないか」
と発言している。その上で、今回の教育改革の特
徴は、子どもたち自身が非行や校内暴力、落ちこ
ぼれや学力の低下といった非常に深刻な問題に直
面するようになったことで、人々がそうした学校
教育の課題に気づくようになったからであると述
べている。
またある議員は、子どもがテストの点数や学年
の中の序列といった「目に見えるところでしか評
価されなくなった」ことを問題にしており、別の
議員も「教育の画一化、受験を前提とした勉強に
非常な弊害がある」としている。このように、教
育をめぐって非行や落ちこぼれ、受験競争など、
さまざまな「弊害」が人々の間で認識されていた
ことが、こうした審議会開催の背景としてあった。
日本の教育に対して、国内からはさまざまな疑
問が投げかけられていた一方、80 年代の日本の
教育は、海外の目から見れば非常にうまくいって
いるケースとして取り上げられていた。米国では
1979 年に、戦後の日本の高度経済成長の背景を
分析した著書としてエズラ・ヴォーゲルのJapan 
as Number One: Lessons for America（邦題
『ジャパン・アズ・ナンバーワン』）がベストセ
ラーになった。この本の中で、日本は犯罪率が低
く、人々の教育水準が高く、働く人々の会社への
忠誠心も高いことなどが称賛された。また 1987
年には米国教育省から Japanese Educat ion 
Today: Report from the U.S. Study of Education 
in Japanと題された報告書が出版され、日本の教
育のしくみや実践が米国への「教訓」として紹介
された。
このように海外からの称賛がある一方で、国内
では教育批判が増えており、改革に向けた機運が
高まっていたというのが 80 年代当時の時代状況
であると言える。むろん、海外からの称賛も、日
本国内からの批判も、一部を美化したり貶めたり
するなどの側面があり、あくまでも「言説」にす
ぎない部分もあったと考えられる。いずれにせよ、
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海外から称賛された光の部分と、日本国内から見
て問題であると思われていた影の部分とが同居し
ていたところが、80 年代の日本の教育の特徴で
あり、そのような賛否両論の注目が集まるほどに、
社会の側で学校や教育制度に対する期待が大き
かった時代であるとも言えよう。
こうした背景をふまえ、図 1 では日本社会にお
ける長期的な人々の学歴の変化を示すためのグラ
フを作成した。社会階層と社会移動調査（SSM
調査）を用いて、生年コホート別に、高校進学率
と大学進学率を縦棒で、本人教育年数と父親の教
育年数を折れ線で示している。また、本稿で分析
対象とする第 2 回国際数学教育調査（SIMS）の
中学生データに該当するコホート（1967-68 年生
まれ）と、その前回の第 1 回国際数学教調査
（FIMS）の中学生データに該当するコホート
（1950-51 年生まれ）について、図中に示してい
る。
この図を参照すると、SIMS が実施された
1980-81 年には、FIMSが実施された 1964 年よ
りも高校・大学の進学率、父子の教育年数がとも
に伸びていることが分かる。（なお、図中で示し
ているSSMデータから推計した進学率は、文部
科学省の学校基本調査の数値ともおおむね合致し
ている。）具体的には、FIMS世代の高校進学率
が 79. 2％、大学進学率が 12. 8％、本人教育年数
が 12. 1 年、父教育年数が 8. 8 年である一方、
SIMS世代の高校進学率は 96. 0％、大学進学率は
データ：SSM調査，1995 年および 2005 年データを合併して使用
図1　日本社会の高学歴化の局面変化
FIMS世代
SIMS世代
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25. 6％、本人教育年数は 13. 2 年、父教育年数は
11. 6 年であった。とりわけ、吉川（2006）も指
摘するように、教育が拡大するに従い、父子の教
育年数の差が短くなっていることが注目に値する。
FIMS世代では父親と本人との間に、3. 3 年の教
育年数差があったが、SIMS 世代ではその差は
1.6 年に半減している。
また、SIMS世代では父親の教育年数が上昇の
途上にある一方、本人の教育年数はだんだんと頭
打ちに向かっている様子が見てとれる。教育拡大
の強い影響を受けてきた親世代と、教育が徐々に
飽和しつつある 80 年代に生徒であった子世代と
の間では、教育に対する意識が少しずつ変化して
いた可能性も想像できよう。このように、80 年
代の様子をつぶさに検討することは、さらに後の
世代に向けた変化を検討する上でも重要な意味を
もつ。
2．先行研究と分析枠組み
2.1　戦後日本における大衆教育社会の成立とそ
の変化
本稿では中等教育が大衆化し、生徒たちがより
長い学校教育を受けるようになる中で、社会の教
育への視線がいっそう強まった 80 年代を背景と
して、当時の日本の生徒の学力と教育期待、学習
意欲についての分析を行う。前節で述べたように、
80 年代という時代背景は、日本の教育の一つの
転換点であり、その前後の時代を含めて長期的な
視野から理解することが意味をもつ。そのため、
本稿ではこうした時代を含む教育の変化に焦点を
当てた苅谷（1995、2001）を参照し、その主張を
ふまえた上で分析を進めたい。
苅谷（1995）によれば、戦後の日本社会では、
「よい教育→よい仕事→幸福な人生」というサク
セス・ストーリーが人々に植えつけられ、より高
い学歴をめざす人々の欲求の強さと広がりが、教
育機会の拡大につながったという。1970 年代半
ばに完成した「大衆教育社会」では、学校での成
功が将来の社会での成功と強く結びつけられるよ
うになり、「だれでもがんばれば」学力を向上さ
せ、学歴取得競争を通じてより高い地位に到達で
きるという意識が広まった。しかしその背後では、
学力や成績の規定要因として一定の階層間格差が
維持されており、それが見えにくくなっていたに
過ぎないと苅谷は指摘する。
また、学ぶ意義の変容に関して、苅谷（1995：
142）は以下のように述べる。学歴社会という社
会認識のなかで、「受験学力」は「役に立たない
もの」「暗記もの」の知識だと見なされるように
なった。一方で、学校がつくりだした階層中立的
な文化を、より早く効率的に身につけた者が学歴
社会の勝者となった。しかし、こうした勝者への
称賛は、努力や勤勉、あるいは「頭のよさ」を讃
えるものではあっても、「教養」や「学問」を身
につけた者への称賛とは明らかに異なっていた。
また、学歴と実力との乖離を問題視する人々は、
こうして獲得された知識を、社会的に有用な専門
的知識ではないとみなした。ゆえに苅谷は、学歴
社会のもとで身につけられる「受験知識」は、教
養でも専門的知識でもなく、ひとつの社会層を構
成するのに十分な文化的基盤を持たなかったと指
摘した。こうした苅谷の洞察は、当時の学歴エ
リートの人々の間で、学校での成功という面以外
に、学ぶ意義や知識の有用性についての確固たる
信念が薄かったことを示している。
一方苅谷（2001）では、戦後の急速な教育拡大
と階層形成の時期を経て、1980 年代以降に行わ
れた教育改革が、教育の階層間格差の拡大に寄与
したと主張する。95 年のSSM調査の分析から、
少なくとも 80 年代までは、中学時代の成績に及
ぼす出身階層の影響が弱くなっていたと述べる。
とくに本稿のSIMS世代にも重なる 1956-75 年生
まれコホート（そのほとんどが 70-80 年代に中
学教育を受けている）は、以前のコホートと比べ、
教育機会の拡大を通じて、出身階層の直接的・間
接的な影響よりも、本人の学力を通じて教育達成
が決まる度合いが強まっていったとする。
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こうした 80 年代までの階層の教育への影響力
の縮小とは対称的に、90 年代後半には教育の階
層間格差が拡大したという。苅谷（2001）は高校
生を対象とする調査データをもとに、1979 年と
1997 年のデータを比較し、97 年では母親の学歴
や社会階層が低い生徒ほど、学習意欲や学習時間
を低下させる者が増えているとして、「インセン
ティブ・ディバイト」を指摘している。「豊かな
社会」の中で、学ぶ意味が見つけにくく学習への
動機づけを弱めるのは、すべての若者でなく、特
定の階層の若者であるとして、80 年代以降の教
育改革の方向性に警鐘を鳴らしている。
2.2　教育拡大期（1960 年代）の学力と意欲、
教育期待
本稿で 1980-81 年のSIMSのデータを分析する
に先立ち、森（2016）は 1964 年のFIMSの中学
生データを分析し、教育拡大期の生徒の学力や意
欲、教育期待に関して、いくつかの知見を得てい
る。まず中学生の数学学力に関しては、1964 年
当時において、父親の職業や学歴との相関があっ
た。データ内の数学学力スコア（最小値 3、最大
値 67、平均 38. 5）と、父親の教育年数（最小値
6、最大値 17、平均 9）の相関は 0. 335 で統計的
に有意であり、学力と階層との関係は 1960 年代
にもそれなりにあったことが分かっている。教育
期待に関しても、父親の職業、学歴のいずれとも
関連しており、その一部は学力を媒介したもので
あったことが推察された。
一方で、学ぶ意欲や努力の意義といった教育意
識に関しては、階層間でそこまで大きな差が見ら
れなかった。たとえば学習内容への興味や面白さ
の度合いを示す内発的興味や、やる気や努力に
よって人の成功が決まるという努力主義の度合い
は、父職によってほとんど異ならなかった。ただ、
内発的興味があるほど、教育期待は高くなったと
いう傾向は見られた。つまり、勉強に興味があり、
面白いと感じていた生徒ほど、より長い教育を求
めたということである。
また、勉強や学歴が役立ち、大切だと思う度合
いを示す実利的効用については、父職が専門・管
理職であるほどその効用感が低く、むしろ父職が
マニュアル職や農林漁業の場合に、そのような意
識が強かったことが明らかにされた。階層や学力
が低い生徒ほど、学習内容や学歴時代の実利的な
「有用性」を強く意識していたということである。
こうした比較的低階層・低所得の生徒は、教育の
必要性を強く意識しているものの、実利に資する
勉強ができれば、それ以上の長い勉強は不要とい
う態度であったことが見てとれた。
3．データと変数
3.1　データの概要
本稿では第 2 回国際数学教育調査（Second 
International Mathematics Study: SIMS）の概要
を紹介し、そのデータを用いた基礎分析を行う。
本 調 査 は 、 国 際 教 育 到 達 度 評 価 委 員 会
（International Association for the Evaluation of 
Educational Achievement: IEA）が中心となって
行っている一連の国際学力調査の一つである。
IEAは、異なった文化的、社会的、経済的背景を
もつ国々の間で実証的な教育の比較研究を行い、
各国の教育到達度と教育諸条件との関係を明らか
にすることを目的として運営されてきた非営利の
国際学術研究団体である（国立教育政策研究所
1991）。SIMSは 1964 年に行われた第 1 回国際数
学教育調査（First International Mathematics 
Study: FIMS）の後続調査であり、その後の調査
は 1995 年以降、4 年おきに行われている国際理
科・数学教育調査（Trends in International 
Mathematics and Science Study: TIMSS）へと
続いていく。
SIMSへの参加国はベルギー（フラマン語圏、
フランス語圏）、カナダ（ブリティッシュ・コロ
ンビア州、オンタリオ州）、イギリス、フィンラ
ンド、フランス、香港、ハンガリー、イスラエル、
日本、ルクセンブルク、オランダ、ニュージーラ
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ンド、ナイジェリア、スコットランド、スワジラ
ンド、スウェーデン、タイ、米国の 20 か国・地
域である。調査対象となった学年は、以下のよう
に国際的に定義された（国立教育研究所 1991：
6）。
・ 「母集団A：学年の中間時点で、満 13 歳 0 月
から 13 歳 11 月の生徒が大多数在籍している
学年の生徒。」
・ 「母集団B：大学又はそれに準ずる段階に、原
則として進みうる全日制コースの最終学年に
在学し、数学に重点を置いて学習（週 5 時間
以上）している生徒。」
以上の国際的な定義にもとづき、日本では、前
回との比較や調査時期などを考慮し、次のように
調査対象が定められた。
・ 中学生（母集団 A）：国，公立中学校第 1 学
年の生徒。
・ 高校生（母集団B）：全日制高等学校第 3 学年
に在籍する生徒のうち、数学III等を週 5 時間
（5 単位）以上履修している生徒。
なお、前回のFIMSでは中学 2 年の 4 月に調査
が実施されたが、今回は後述のように単一年度内
に二度の調査を行う縦断調査ということもあり、
中学 1 年が対象とされた。中学 1 年の学年末には
大多数の生徒は 13 歳児であり、中学 2 年の学年
初めにも大多数の生徒が 13 歳児であるため、母
集団Aの定義上も問題はなかった。
本稿では、この中学 1 年の集団を対象に分析を
行う。中学生について、計画標本数は 224 学校
（うち 222 校が公立、2 校が国立）、8000 生徒（う
ち 7936 人が公立、64 人が国立）であった。
標本抽出は、中学生の場合、学校規模と地域人
口によって層化がなされた。標本校が決定される
と、その学校の任意の 1 学級が選ばれ、その学級
の生徒全員を対象として調査が行われた。調査は、
標本校の校長や数学科担当教師、および標本生徒
に対して実施された。調査問題や質問紙の内容に
は（1）生徒質問紙、（2）数学問題、（3）教師質
問紙、（4）履修状況調査、（5）指導法に関する質
問紙、（6）学校質問紙が含まれた。本稿では、う
ち生徒質問紙と、数学問題を分析に使用する。
また、今回の第 2 回調査では、ある一時点での
各国の生徒の学習到達度を測るための横断的な調
査研究（Cross-sectional Study）と、教師の指導
法が、生徒の成績や態度にどのように影響するか
を調べようとする縦断的な調査研究（Longitudinal 
Study）という 2 つの調査が実施された。後者に
ついては、同一生徒に対して学年初めと学年末に
二度の調査が実施され、日本では中学生のみにつ
いて縦断調査が行われた。ただし、本稿では変化
の分析を目的としないため、学年末の調査結果の
みを分析に使用する。
SIMSデータは、FIMSデータと比べると、後
続調査とはいえども若干の違いや特徴がある。上
述のように縦断調査の側面をもつことや、中学 1
年を対象としていること、また、意識に関する調
査項目が異なっていることが挙げられる。FIMS
では勉強全般についての意識が尋ねられていた一
方、SIMSでは数学のみに関する意識が尋ねられ
ていたり、FIMSでは 3 件法であった回答選択肢
がSIMSでは 5 件法になっていたり、FIMSには
なかった親の教育意識が、SIMSでは尋ねられて
いたりする（調査間の比較については、長崎・瀬
沼 2000 も参照）。さらに、FIMSでは生徒調査票
の一部を保護者が家で記入していたが、SIMSで
はすべて生徒が学校で記入している。この点は、
次節で述べるように欠損値の増加につながった可
能性もあることは付言しておく。
なお、現在このSIMSのデータはスウェーデン
のGothernburg大学の国際比較研究プロジェクト
のウェブサイトから入手可能である。以下のリン
クより、SPSS形式で各参加国の個票データをダ
ウンロードすることが可能である。個票データと
ともに、当時のコードブックをスキャンしたもの
や、サンプリングの概要とファイルの構造を示し
たドキュメントが合わせて公開されている。
http://ips.gu.se/english/research/research_
databases/compeat/Be fore_ 1995/SIMS
214
（2016/12/5 現在アクセス可能）。
日本の調査概要や結果については、国立教育政
策研究所の一連の報告書や出版物（1981, 1982, 
1991）が詳しい。また、一般に向けた英語の関連
書籍としてはRobitaile and Garden eds.（1989）
やWestbury et al.（1994）などが出版されている。
3.2　変数
本稿で分析対象とする変数の概要を以下に示す。
使用する変数はいずれも生徒質問紙にある項目を
利用する。括弧内はデータ内にある元の変数名で
ある。
【父親の学歴（yfeduc）】
父の学歴について、「あなたのお父さんは、今
の学校でいえば、どこまで学校に行きましたか。
あてはまるものを 1 つ選んで、その記号を○で囲
みなさい」という質問に対し、「ア．中学校、イ．
高等学校、ウ．大学・短大など、エ．わからな
い」から選択するようになっている。「わからな
い」のカテゴリは元データでは区別されておらず、
欠損値と一括されている。「今の学校でいえば」
というワーディングにあるように、もし父親が旧
制学歴だった場合でも、新制学歴に直して答えさ
せる意図がうかがえる。なお、母親についても同
様の質問がされている。これについて、カテゴリ
別の集計を行うほか、年数に換算する場合は 9 年、
12 年、16 年とリコードして分析を行う。
【父親の職業の地位水準（yfoccn）】
父職の地位水準に関する変数は、以下の質問文
への答えからなる。「あなたのお父さん（または
男性の保護者）の職業は、つぎのどれにあたりま
すか。あてはまるものを選んで、その記号を○で
囲みなさい」という質問に対し、会社員（一般事
務系）がア、会社員（一般技術系）がイ、会社社
長・役員、部・課長、工場長、議員など（そこで
の経営・管理）がウ、農業経営者、林業経営者、
漁業経営者など（農業、林業、水産業などの事業
への従事）がエ、商店主、工場主など（商業、工
業、サービス業などの事業経営）がオ、教師、医
師、技術者、芸術科など（専門的分野の職業）が
カ、パートタイムや期間契約がキ、職についてい
ないがク、わからないがケ、となっている。以上
は国内コードとされており、これらのカテゴリの
うちアとオ、イとエ、ウとカをまとめたのが国際
コード（yfocci）となっている（国立教育政策研
究所 1982：65）が、本稿では国内コードの方を
使用する。
なお、以上に挙げた生徒の親の学歴・職業につ
いては、生徒の学習に大きな影響を与えうる要因
として国際的に調べられたが、国立教育政策研究
所の報告書（1991：46）では「現今の社会状況か
ら、いくつかの国では調査が困難になり、結果と
して多くの国で無答者の多い不完全なデータしか
集められなかった」とされている。実際日本の
データについても、父母の職業や学歴について、
「この種の質問を生徒にきくことは、正確さやそ
の他の点で非常に困難で、わが国の生徒の約半数
が答えられなかった」（国立教育政策研究所
1982：64-65）とされている。
【数学の学力（ys001～ys040）】
数学の学力を測るための問題としては、計 176
題の問題が用意されていたが、そのうち全員共通
の問題とされたのは 40 題（日本では数学問題
IV）であった（国立教育政策研究所 1982）。その
ため、本稿ではこの全員共通の問題についての正
答数の合計を数学学力の指標とする。
なお、他の 136 題（数学問題III）は 4 等分さ
れ、その中の任意の 1 セット（34 題）が生徒に
与えられた（長崎・瀬沼 2000 も参照）。また先述
のとおり、SIMSは縦断調査であったため、該当
の中学 1 年の学年初めにも、上記 176 題の中から
一部を選択して数学問題IおよびIIが出題された
が、本稿では学年末に行われた共通問題のみを数
学学力の指標として分析する。
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【希望する今後の学校教育段階（ymoreed）】
「あなたの考えとしては、中学校卒業後、どの
段階まで上級学校へ行きたいと思っていますか」
という質問に対し、「1．上級学校に進学しない
（＝中学校まで）、2．高等学校、各種学校、3．短
期大学、高等専門学校など、4．4 年制大学」の 4
択から選ぶようになっている。これについて、カ
テゴリ別の集計を行うほか、年数に換算する場合
は 9 年、12 年、14 年、16 年とリコードして分析
を行う。
【学習塾・家庭教師など】
「学校の正規の授業や補習授業のほかに、数学
を勉強する機会（学習塾や家庭教師など）が、1
週間に何時間ぐらいありますか」という質問に対
し、「ア．先週＿＿時間、イ．平均して 1 週＿＿
時間」と記入するようになっており、本稿では後
者の週当たり平均の方を分析に用いる。なお、第
1 回調査である 1964 年のFIMSにも学校外や家で
の補習機会についての設問があったが、管見の限
り、Gothernburg大学からの公開データには該当
変数は含まれないようであった。
【親の学習期待】
本変数は、両親が生徒本人の数学学習に対して
もつ期待を指標化したものである。「両親は、私
が一生懸命数学を勉強するようにはげましてくれ
ます」（ypenc）「両親は、私が数学でよい成績を
とってほしいと思っています」（ypwant）の 2 項
目について、賛成の度合いが強いほど大きくなる
ように合計した変数である。
なお、1964 年のFIMSでは、生徒の教育意識に
関する項目の回答選択肢は「はい」「いいえ」「ど
ちらともいえない」の 3 件法となっていたが、今
回のSIMSでは、「大反対、反対、どちらともい
えない、賛成、大賛成」の 5 件法が基本となって
いる。
【数学の学習意欲】
本変数は、数学への興味や意欲といった、生徒
の内発的な学習意欲に関する変数である。「数学
はおもしろいと思います」（yfun）、「数学ができ
る よ う に な り た い と 本 当 に 思 っ て い ま す 」
（yiwant）、「数学の授業時間がもっと多ければ良
いと思います」（ymormth）、「数について勉強し
ていると私は楽しくなります」（yhappy）、「数学
の新しいアイディアを学ぶためには、私は長い時
間でも勉強します」（ywrklng）の 5 項目につい
て、賛成の度合いが強いほど大きくなるように合
計した変数である。
なお、質問紙には「できることなら、これ以上
数学を習いたいとは思いません」（ynomore）、
「数学の勉強にたくさんの時間をとられるのはい
やです」（ynotime）という 2 つの関連する変数
があり、コードを逆転して加算することもできた
が、逆転したコードと分析対象の意欲変数との相
関がそれほど高くなく、5 つの意欲変数のみで概
念を十分にとらえられると考えたため、今回の分
析には含めなかった。
【数学の日常的効用感】
本変数は、生徒が数学の勉強が日常的に「役立
つ」と思っている度合い、すなわち日常的な効用
感に関する変数である。「日常の問題を解決する
のに数学が役立ちます」（yuseday）の 1 項目（5
件法）を使用する。なお、「私は数学を使わなく
ても日常生活を十分やっていけます」（ygowo）、
「数学は日常生活に必要ありません」（ynoneed）
という項目もあったが、逆転したコードが必ずし
も肯定的な回答と同じ意味を持つわけではないた
め、今回の分析ではあえて前者の 1 項目のみに
絞った。
【数学の職業的効用感】
本変数は、生徒が数学の勉強を職業上「重要
だ」と思っている度合い、すなわち職業的な効用
感に関する変数である。「収入の多い仕事につく
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ためには、数学を知っていることが重要です」
（ymthjob）の 1 項目（5 件法）を使用する。な
お、類似する変数として、「大部分の数学は、仕
事の上で実際に使われています」（ypract）、「ほ
とんどの人は、仕事の上で数学を使いません」
（ynouse）、「数学の知識は、ほとんどの職業で必
要ありません」（ynotnec）という数学の実務上
の使われ方に関する項目もあったが、前者の 1 項
目が職業的な効用感をもっとも的確にとらえてお
り、他の項目を合計することであえて概念をあい
まいにする必要はないと考えたため、1 項目のみ
に絞った。
なお、1964 年のFIMSではこれ以外に、生徒が
才能や運でなく、努力ややる気によって勉強した
り将来を切り開けると思っている度合い、すなわ
ち努力主義やメリトクラシーに関する一連の項目
が存在したが、SIMSではそれらの項目はなかっ
た。また上記の意識変数は SIMS ではいずれも
「数学」に関するものに特定されている点に注意
を要する。FIMSの意識変数は、必ずしも教科を
数学に限定しないものが多かった点と対照的であ
る。
4．分析結果
4.1　変数の記述統計量
本稿は基礎的な分析を目的としており、変数ご
との集計や二変数間の関係を分析することを主軸
に稿を進める。表 1 は分析に使用する変数の記述
統計量を示したものである。父職業は 1 から 8 ま
での値をとるカテゴリ変数である（連続変数では
ないが、平均と標準偏差は便宜的に表中に示して
いる）。父親の教育年数は、平均が 12 年であり、
標準偏差で 2. 45 のばらつきがある。最小値は中
学までの 9 年、最大値は大学までの 16 年である。
数学の学力は、40 点満点中 27. 6 点が平均で、標
準偏差で 7.40 のばらつきがある。最小値は 3 点、
最大値は 40 点である。
なお、以上三つの変数については、一定の欠損
値が存在することも付記しておく。前節で示した
とおり、親の職業や学歴については、生徒の約半
数が回答していない。調査対象者 7785 人のうち、
父職業については 43. 5％、父教育年数について
は 55. 5％の生徒の回答が欠損している。これら
二変数については、相当の欠損値が存在すること
を念頭に置いて分析や解釈を進める必要がある。
生徒の数学学力についても、24.9％とほぼ 4 分の
1 が欠損値となっている。
なお、父の職業や学歴の情報がないのはどのよ
表1　分析に使用する変数の記述統計量
平均 標準偏差 最小値 最大値 度数 欠損値の割合
父職業（国内コード） 2.97 1.71 1 8 4397 43.5％
父教育年数 12.05 2.45 9 16 3506 55.0％
数学学力 27.60 7.40 3 40 5845 24.9％
教育期待年数 13.47 1.85 9 16 7664 1.6％
学校外の数学学習 2.08 3.05 0 40 7016 9.9％
親の学習期待 7.86 1.60 2 10 7676 1.4％
数学学習意欲 15.85 2.49 5 25 7611 2.2％
日常的効用感 3.71 0.93 1 5 7675 1.4％
職業的効用感 3.28 1.02 1 5 7689 1.2％
性別（女子ダミー） 0.49 0.50 0 1 7785 0.0％
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うな生徒かを把握するため、欠損カテゴリも含め
て数学学力の平均値を集計したところ、父職業が
欠損している生徒の数学学力の平均値は 27. 3 と
ほぼ平均並み（平均マイナス 0. 3 ポイント）で
あった。また、父学歴が欠損している生徒の数学
学力の平均値は 27. 2（平均マイナス 0. 4 ポイン
ト）と、いずれも学力面では平均からそれほど大
きく乖離していなかった。
生徒の教育期待年数は、13. 5 年が平均であり、
標準偏差で 1. 85 のばらつきがある。父の教育年
数と同様、最小値は 9 年、最大値は 16 年である。
学校外の数学学習は、週当たりの平均が 2 時間で、
標準的なばらつきは 3. 05 である。最小値が 0 で
あるとおり、学校外でまったく数学の塾や家庭教
師を利用しない生徒がいる一方、最大で週 40 時
間そうした学習をする生徒がいる。親の学習期待
は、第 3 節で示した 2 項目の合計からなり、最大
値 10 のうち平均が 7.86 とおおむね高いことが見
てとれる。数学の学習意欲は、5 項目の合計から
なり、最大値 25 のうち平均が 15. 85 となってい
る。日常的効用感は 1 項目のみからなり、5 件法
の最大値 5 のうち、平均が 3. 71 と比較的高いこ
とが分かる。職業的効用感も 1 項目からなり、最
大値 5 のうち平均が 3.28 となっている。
4.2　教育期待のクロス集計
表 2 は本人の期待する教育段階を、男女別にみ
たものである。男女ともに、高校、各種学校まで
を希望するものまででほぼ半数となっているが、
それ以降の教育段階については男女差が見られる。
男子では短大、高専までが 14.0％、4 年生大学ま
でが 34. 1％であり、女子では短大、高専までが
26. 0％、4 年生大学までが 22. 7％となっている。
1967-68 年生まれで、SIMSが実施された 1980-
81 年に中学 1 年であった世代の間では、いまだ
女子は男子よりも大学への進学希望が 10 ポイン
ト以上低い状況にあったことが分かる。では、女
子は男子に比べて学力が低かったかというと、少
なくとも数学の学力に関して、そのような傾向は
見られない。表は省略するが、数学の学力平均値
を男女別に計算したところ、男性が 27.65 点、女
性 27.54 点で、両者の間に統計的に優位な差はな
かった。
表 3 は、父親の職業別にみた本人の教育期待で
ある。なお、父職がパート・契約と無職の場合は
カテゴリごとのケース数が少ないので解釈に若干
の注意を要する。まず、父親がいずれの職業の場
合も、中学までを希望する割合は小さく、大半が
高校までかそれ以上の学歴を希望していた。これ
は、高校進学率が人々の間で 9 割を超えていた事
実とも対応している。4 年生大学を希望する割合
は、父職が専門職や経営・管理職である場合に
もっとも高く、4 割以上となっている。次に 4 年
制大学希望の割合が高いのは、父職が一般事務系
の会社員の場合で、3 割強となっている。さらに
父職が一般技術系の会社員、小事業主である場合
に 25％前後と続き、父職が農林漁業、パート・
契約、無職である場合にはより低い傾向にある。
表 4 は、父親の学歴別にみた本人の教育期待で
ある。なお、本稿では親学歴の指標を父学歴のみ
に統一しているが、これは冒頭のSSMデータを
用いた進学率と教育年数に関する図や、FIMSを
表2　本人の期待する教育段階
中学まで 高校，各種学校まで 短大，高専まで 4 年制大学まで 計
男子 2.9 （114） 49.0 （1931） 14.0 （552） 34.1 （1343） 100.0 （3940）
女子 1.9 （71） 49.4 （1839） 26.0 （969） 22.7 （845） 100.0 （3724）
計 2.4 （185） 49.2 （3770） 19.9 （1521） 28.6 （2188） 100.0 （7664）
注：単位はパーセント。カッコ内は度数。
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用いた前稿（森　2016）で行った分析との整合性
を図るためである。母学歴でも同様の分析を行っ
たが、クロス集計表の割合などの結果はおおむね
変わらないことを付記しておく。本人の教育期待
年数については、父職で見た場合よりも、父学歴
別に見た方がカテゴリ間の差が顕著に出ている。
とくに、4 年制大学までを希望する割合が、父が
大学・短大卒の場合に 5 割以上ともっとも高く
なっている。
4.3　父職業・父学歴別にみた主要変数の平均値
表 5 は、父親の職業別にみた主要変数の平均値
である。まず数学学力については、父職が専門職
の場合に 30. 5 点、父職が無職の場合に 24. 4 点と
上下に若干の開きがあり、全体的なグループ間の
差も有意となっている。しかし、平均からの差は
上下ともに 1 標準偏差よりも小さく、この差はそ
れほど大きくないと見てよいだろう。つまり、80
年代初頭の当時、中学生の数学学力の階層間格差
はあったものの、その差はそれほど大きくなかっ
たものと考えられる。
次に教育期待年数は、表 3 でカテゴリ別の教育
段階としてみた関係を連続変数としてみたもので
あるが、父親が専門職の場合に 14. 3 年ともっと
も長く、無職の場合に 12. 7 年ともっとも短い。
グループ間の差も有意である。ただし、平均から
の差は上下ともに 1 標準偏差よりも小さく、あく
まで年数として見た場合は、この差もそれほど大
きくないとみることができる。
学校外の塾や家庭教師などの数学学習時間は、
カテゴリ間で見ると若干の長短はあるものの、ほ
ぼ平均と同じ週 2 時間程度となっており、統計的
に有意な差はない。つまり、80 年代初頭には、
父親の職業に関係なく、色々な子どもが学校外の
表4　父親の学歴別にみた本人の教育期待
中学まで 高校，各種学校まで 短大，高専まで 4 年制大学まで 計
父中学校 2.1 （10） 60.3 （580） 18.5 （178） 19.1 （184） 100.0 （962）
父高等学校 1.7 （30） 46.9 （828） 20.8 （368） 30.6 （541） 100.0 （1767）
父大学・短大 0.7 （5） 23.5 （180） 20.3 （155） 55.6 （425） 100.0 （765）
計 1.6 （55） 45.5 （1588） 20.1 （701） 32.9 （1150） 100.0 （3494）
注：単位はパーセント。カッコ内は度数。
表3　父親の職業別にみた本人の教育期待
中学まで 高校，各種学校まで 短大，高専まで 4 年制大学まで 計
専門職 0.7 （2） 30.8 （88） 21.3 （61） 47.2 （135） 100.0 （286）
経営・管理 1.7 （10） 37.7 （222） 20.4 （120） 40.2 （237） 100.0 （589）
一般事務系 2.5 （29） 46.5 （541） 17.3 （201） 33.8 （393） 100.0 （1164）
一般技術系 1.1 （11） 50.7 （489） 23.6 （227） 24.6 （237） 100.0 （964）
小事業主 1.2 （9） 50.1 （378） 22.2 （167） 26.5 （200） 100.0 （754）
農林漁業 3.5 （20） 60.9 （346） 17.1 （97） 18.5 （105） 100.0 （568）
パート・契約 4.8 （1） 61.9 （13） 9.5 （2） 23.8 （5） 100.0 （21）
無職 6.7 （2） 63.3 （19） 16.7 （5） 13.3 （4） 100.0 （30）
計 1.9 （84） 47.9 （2096） 20.1 （880） 30.1 （1316） 100.0 （4376）
注：単位はパーセント。カッコ内は度数。
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塾や家庭教師を一定程度利用していたことがわか
る。
親の子どもに対する学習期待については、父が
専門職、経営・管理職であるほど若干期待が高い
という傾向にあり、グループ間の差は有意である。
ただし、表 1 でみたように、そもそもこの期待ス
コアの上限値が 10 であるため、当時は父の職業
にかかわらず、親が子どもの学習への励ましや期
待を持っていたと見てよいだろう。
数学の学習意欲についても同様で、グループ間
の差は有意であるが、実質的な差は非常に小さい。
1964 年当時の中学 2 年を対象としたFIMSを分析
した森（2016）においても、生徒の学習意欲や学
習への興味が、父職によってそれほど異ならな
かったことが明らかになっている。よって本結果
は、80 年代初頭においても、この傾向が維持さ
れていたことを示している。
数学が日常の問題を解決するのに役立つかとい
う日常的効用感は、父職業の違いによらずほぼ一
定で、統計的な有意差もない。つまり、数学が日
常の問題解決に役立つという意識は、父職にかか
わらず生徒の間で同程度共有されていたことがわ
かる。一方で、「収入の多い仕事につくためには
数学を知っていることが大切」だと考える職業的
効用感については、これまでの傾向と逆で、若干
ではあるが父職が専門職、経営・管理職の場合ほ
ど、そうした意識が低いことが見てとれる。むろ
んこの差は大きなものではないが、父の職業階層
が低いほど、勉強の実利的効用を強く意識すると
いう傾向は、1964 年の FIMS を分析した森
（2016）でも明らかにされていた点である。とり
わけ、FIMSの生徒質問紙の中で「自分の財産つ
くりや金かんじょうがよくできるようになること
が、算数や数学を勉強する第一の目的です」とい
う項目に対しては、父の職業階層や学歴が低いほ
ど、また生徒本人の数学学力が低いほど、肯定的
に答える傾向にあった。1980-81 年のSIMSにお
いても、わずかではあるがこの傾向が維持されて
いる点は興味深い。
表 6 は、父親の学歴別にみた主要変数の平均値
である。まず数学学力について、父の学歴が高く
なるほど、学力も若干高くなる傾向がわかる。た
だしこれも先ほど同様、有意差はあるもののそれ
ほど大きな差ではないと見てよいだろう。教育期
待年数については、やはり父親が大学・短大の場
合に年数が顕著に長くなっている。学校外の数学
学習については、父職別に見たときとは異なり、
父学歴の 3 カテゴリで見た場合、とくに父学歴が
大学・短大である場合に若干長くなっている。つ
まり、子どもを週あたりどのくらい学習塾や家庭
表5　父親の職業別にみた主要変数の平均値
数学学力
教育期
待年数
学校外の
数学学習
親の学習
期待
数学学習
意欲
日常的
効用感
職業的
効用感
度数
専門職 30.52 14.29 2. 02 8. 07 16.29 3. 67 3. 09 286
経営・管理 28.33 13.97 2. 14 8. 06 16.03 3. 71 3. 17 589
一般事務系 27.54 13.62 2. 09 7. 91 15.89 3. 73 3. 25 1164
一般技術系 27.45 13.42 2. 05 7. 79 15.89 3. 73 3. 32 964
小事業主 28.07 13.47 2. 08 7. 75 15.90 3. 73 3. 26 754
農林漁業 26.92 12.98 1. 74 7. 70 15.87 3. 74 3. 25 568
パート・契約 26.67 13.00 0. 67 7. 43 16.16 3. 50 3. 38 21
無職 24.43 12.67 2. 08 7. 57 15.83 3. 77 3. 27 30
グループ間の差 *** *** *** *** * 4376
*** p<.001, ** p<.01 * p<.05
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教師に行かせるかという点で、父親の職業よりも、
学歴の方が影響していたことが見てとれる。親の
学習期待については父学歴が長いほど若干高くな
る傾向にあり、数学学習意欲についても同様であ
る。日常的効用感については、表 5 と同様に生徒
間の差はなく、職業的効用感についても表 5 で見
たのと同様、父学歴が低いほど、勉強の実利的効
用が意識されやすかった傾向が見てとれる。
4.4　主要変数間の相関係数
表 7 は、主要変数間の相関関係をみたものであ
る。なお、父の職業は連続変数に直すことが難し
いため、本表には含めていない。まず、本人の教
育期待年数と相関が高いのは、父教育年数および
数学学力で、前者は 0. 285、後者は 0. 414 の相関
がある。父の教育年数が高いほど本人の教育期待
は高まりやすいのはこれまでと同様であるが、そ
れ以上に生徒本人の数学学力が高い場合に、教育
期待が高い傾向にあったことが分かる。
なお、当時、数学の学力が父教育年数との間に
どの程度の相関を持っていたかと言えば、本分析
からみる限り 0.134 とそこまで大きくない。父学
歴別の具体的な数学の学力スコアも、表 6 で見た
とおり、そこまで大きな差はなかった。SIMSと
は数学学力の尺度や測定に使用された問題、父学
歴の欠損等が異なるため、単純な比較はできない
が、1964 年のFIMSの場合、数学学力と父教育年
数との間の相関は 0.335 であった。よってこのよ
うな比較から、少なくとも 1980 年代初期には、
階層と学力との関係は以前よりも弱まり、父職業
の一定の影響を受けつつも、学力の高い生徒ほど
より長い教育を受けることを望んでいた、と解釈
できるのではないだろうか。じっさい学力の高い
生徒の数学学習意欲は高く、意欲の高い生徒ほど
表6　父親の学歴別にみた主要変数の平均値
数学学力
教育期
待年数
学校外の
数学学習
親の学習
期待
数学学習
意欲
日常的
効用感
職業的
効用感
度数
父中学校 27.10 13.07 1. 87 7. 65 15.76 3. 72 3. 32 962
父高等学校 27.80 13.59 1. 89 7. 89 15.95 3. 73 3. 25 1767
父大学・短大 29.94 14.61 2. 37 8. 19 16.36 3. 72 3. 11 765
グループ間の差 *** *** *** *** *** *** 3494
*** p<.001, ** p<.01 * p<.05
表7　主要変数間の相関係数
父教育
年数
数学学力
教育期待
年数
学校外の
数学学習
親の学習
期待
数学学習
意欲
日常的
効用感
職業的
効用感
父教育年数 1.000
数学学力 0.134 *** 1. 000
教育期待年数 0.285 *** 0. 414 *** 1. 000
学校外の数学学習 0.057 *** -0. 120 *** 0. 007 1.000
親の学習期待 0.116 *** 0. 066 *** 0. 162 *** 0. 055 *** 1. 000
数学意欲 0.079 *** 0. 215 *** 0. 143 *** 0. 035 ** 0. 159 *** 1. 000
日常的有用性 0.001 0.017 0.040 *** 0. 029 * 0. 174 *** 0. 232 *** 1. 000
職業的有用性 -0.070 *** -0. 220 *** -0. 139 *** -0. 031 ** -0. 003 -0.321 *** -0. 041 *** 1. 000
*** p<.001, ** p<.01 * p<.05
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教育期待が高い傾向にあったことが表 7 から見て
とれる。
一方で、「数学が職業のために必要だ」という
職業的効用感については、これまで見てきたのと
同様に、父学歴との間に負の相関があることがわ
かる。また、数学学力とも負の相関がある。「数
学ができないとよい収入の仕事につけない」とい
うのは、とりわけ数学学力の低い、数学が苦手な
生徒にとって、危機感のように感じられた意識な
のかもしれない。さらに、数学への学習意欲と、
この職業的効用感はマイナス 0.321 の相関を持っ
ており、「数学が楽しく、もっと勉強したい」と
いう内発的な興味や意欲と、職業のために必要だ
という実利的な効用感が、1980 年代初頭にこれ
ほど乖離していたことは注目に値する。苅谷
（1995）はかつて、学歴社会という社会認識が成
立し、学歴と実力との乖離を問題視する見方がは
びこる中で、「教育を通じて獲得される知識は、
社会的に有用性をもつ専門的知識でさえない」
（42）という見方が存在したことを指摘した。数
学への純粋な学問的興味と、職業につながる実利
的な有用性とが、ある種切り離されて存在してい
たというのは、80 年代初期の日本についての重
要な発見かもしれない。
なお、学習塾や家庭教師を通じた数学の学校外
学習は、数学学力と弱い負の相関があり、平均的
に見れば、数学の学校外学習はどちらかというと
学力の低い生徒に利用されていた傾向にあること
もうかがえた。
5．結論
本稿では、1980-81 年に行われた第 2 回国際数
学教育調査（SIMS）の日本のデータを用いて、
高校進学率が 9 割を超え、学歴社会と言われた時
代を背景に、当時 13 歳であった生徒の学力と教
育期待、および関連する教育意識がどのようなも
のであったのかを、父親の職業や学歴との関連も
交えながら検討した。分析の結果、1980 年代当
時において、父職業や父学歴と、本人の数学学力
との間には弱い相関があり、本人の教育期待の背
後には父職業や本人の数学学力の一定の影響が
あったことが分かった。
一方で、苅谷（2001）が指摘したような、親の
学歴や職業によって生徒の意欲や興味に格差が生
じやすいという「インセンティブ・ディバイド」
現象は、1980 年代初期においてもそれほど顕著
に観察されることなかった。数学への興味や意欲
は、父の職業や学歴と弱い関連性があったものの、
全体的なばらつきは小さく、階層とはあまり関係
なく共有されていた意識だと言ってよいだろう。
また、数学が日常生活の問題解決に役立つという
意識にも、階層差はなかった。一方で、数学の職
業的な有用性については、学力や学習意欲の低い
生徒ほど強く意識していたというのが本稿の発見
であり、これは森（2016）が第 1 回国際数学教育
調査（FIMS）を用いて明らかにした点とも共通
する点である。
全般的に見て、SIMSのデータでは学力の生徒
間の格差が小さく、学習への意欲・興味や日常的
な有用性といった「学ぶことの意義」は、多くの
生徒にあまねく共有されていたことが明らかに
なった。少なくとも 2000 年代以降から社会的に
注目され、現在まで問題視されてきた学力や意欲
の格差というのは、80 年代初頭のデータを見る
限りでは、そこまで大きくなかったと言ってよい。
本稿は、1980 年代初期の日本の生徒の学力や
教育意識を振り返ることを通じて、近年の格差を
めぐる議論をあらためて長期的な視点から見直す
ための一助になるだろう。今後の課題は、本稿で
明らかになった傾向を、さらに 1995 年以降の国
際数学・理科教育調査（TIMSS）のデータと接
続して考えていくことである。すでに分析を行っ
ているFIMSも含め、1960 年代から 80 年代を経
て、2000 年代以降に至るまでの階層と学力、意
欲をめぐる経年変化を描き出せればと考えている。
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